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2019 年度（第２事業年度）事業報告書 

(2019 年６月１日～2020 年５月 31 日) 
 
当法人は、高齢者や認知症者の意思決定能力評価・サポート等を行うことを目的とし、2019 年度に以

下の事業を行った。 
 
１．京都府委託事業 意思決定支援研修会の開催 
 2018 年度に引き続き、京都府の実施する「認知症の人の意思決定支援研修会」を受託し、計４回の研

修を行った。京都式オレンジプランの本人・家族評価において、認知症の人の思いの尊重や自己決定に対

する評価が低かったことを受け、「認知症の人の生活に関わる全ての関係者（医療、福祉・介護、法律職

等）が、様々な生活場面（受診、サービス利用、取引、成年後見制度利用等）で本人の能力にあった説明

ができるようにする」といった、認知症の人の意思決定支援に関する社会環境整備を目的とした事業で

あった。今年度は、その対象を住宅管理関係者に広げ、地域連携の一層の促進を図った。 
 
① 医療・福祉関係者向け意思決定支援研修会  

開催日時：2019 年 11 月 10 日（日）13 時 30 分～16 時 30 分 
開催会場：京都府立医科大学（京都市） 
参加者数：59 名 

②多職種向け意思決定支援研修会 
開催日時：2019 年 11 月 27 日（水）13 時 30 分～16 時 00 分 
開催会場：西駅交流センター（舞鶴市） 
参加者数：53 名 

③集合住宅関係者向け意思決定支援研修 
開催日時：2020 年 1 月 17 日（金）14 時 00 分～16 時 30 分 
開催会場：TKP 京都四条烏丸カンファレンスセンター（京都市） 
参加者数：47 名 

④成年後見制度関係者向け 
開催日時：2020 年 2 月 15 日（金）13 時 30 分～16 時 30 分 
開催会場：京都府立医科大学（京都市） 
参加者数：61 名 

 
 なお、上記の研修を企画・運営するにあたり、以下のとおり、計 5 回の企画会議が開催された。 
第 1 回会議 
 日時：2019 年 8 月 9 日（金）13 時 00 分～15 時 00 分 
 場所：京都府立医科大学 
 議題：研修の開催日程、及び内容構成、対象者の検討 



第 2 回会議 
 日時：2019 年 11 月 13 日（水）13 時 00 分～15 時 00 分 
 場所：京都府立医科大学 
 議題：医療・福祉関係者向け研修の実施報告、集合住宅関係者向け研修の内容構成や周知方法の検討 
第 3 回会議 
 日時：2019 年 12 月 20 日（金）10 時 00 分～11 時 30 分 
 場所：京都府立医科大学 
 議題：多職種向け研修の実施報告、医療・福祉関係者向け研修のアンケート集計報告、集合住宅関係者

向け研修の申込状況確認と周知方法の再検討 
第 4 回会議 
 日時：2020 年 1 月 29 日（水）13 時 00 分～14 時 30 分 
 場所：京都府立医科大学 
 議題：集合住宅関係者向け研修の実施報告、多職種向け研修のアンケート集計報告、成年後見制度関係

者向け研修の申込状況確認 
第 5 回会議 
 日時：2020 年 2 月 20 日（木）15 時 30 分～17 時 00 分 
 場所：京都府立医科大学 
 議題：集合住宅向け研修、及び成年後見制度関係者向け研修のアンケート集計報告、令和元年度認知症

の人の意思決定支援研修完了の報告、来年度に向けた研修構成の検討 
 
 
２．第 1 回意思決定支援研究大会の開催 
  当法人の活動や開発物の紹介、及び地域における高齢者の意思決定支援の啓発を目的に、研究発表

の場を設けた。高齢者が自らの意思で地域生活を維持するために必要な支援について、医療・福祉、工

学、法学など様々な分野から講演・発表を募った。 
 
  開催日時：2019 年 7 月 6 日（土）13 時 00 分～16 時 30 分 
  開催会場：稲盛記念会館（京都市） 
  テ ー マ：高齢者との契約における能力評価と意思決定支援～理論と実務の観点から～ 
  プログラム：シンポジウム（2 セッション）、ポスター発表（9 題） 
  参加者数：112 名 
 
 
３．「認知症の人にやさしい」ガイドシリーズの監修、及び発行 

マンション等の集合住宅における居住者の高齢化や認知症者による近隣トラブルの増加を受け、困

りごと事例やその対応策、高齢者とのコミュニケーションの要点をまとめたガイドを監修し、「必携！

認知症の人にやさしいマンションガイド」として 2019 年 8 月 1 日に当機構より発行した。 
また、既刊の「実践！認知症の人にやさしい金融ガイド」についても、増刷分の監修を行った。 



 
 
４．コンサルティング業務 
 印刷技術関連企業 1 社、金融サービス関連企業 2 社からの委託を受け、下記の通り、開発指針の助言、

及び開発物の監修を行った。うち、1 社とは来年度も業務契約を継続する予定である。 
・印 刷 技 術 関 連 企 業：認知症高齢者への対応に関する教材監修 
・金融サービス関連企業①：認知症高齢者への対応に関する教材監修 
・金融サービス関連企業②：高齢者向けサービスの開発に関する指針助言 
 
５・賛助会員の拡大 
 賛助会員への入会を募り、今年度は 10 件（個人 3 件、団体 7 件）の新規入会があった。なお、2020 年

5 月 31 日時点で承認済の賛助会員は全て今年度の入会者であり、会員数は上記の 10 名である。 
 また、賛助会員向けのニュースレター（Vol.1）を 10 月に発行した。 


